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はじめに

本稿は， 1996年 6月28日から 7月1日のベト

ナム共産党第8回大会において採択された，ベ

トナムの新しい経済開発戦略（以下「1996～2000

年経済開発戦略」と呼称）の諸特徴を明らかに

し（注I），これを評価し，その問題点・課題を指

摘するものである。

本摘は 5つの節に分かれる。第 I節では，本

論に先立ち，ベトナムの経済開発のあり方，今

党大会までの諸成果，経済の有する特性につい

て簡潔に論じる。第II節では，今党大会におい

て主張された2020if：までの経済社会開発目様を

素描した後， 1996～2000年経済開発戦略の有す

る2つの特徴，すなわち，（1）さらなる高度成長

を志向する一方で，（2）雇用を促進し各地域の均

等開発を推進するニと，また後進農山村・地域

に対しては縦済政策に加えて社会政策をも強化

すること，という 2つの特徴を指摘する。第III

節では，こω「2つの特徴」が今党大会で採択
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された諸文書等のL功、なる倒所に具体的に現わ

れているのかを検討する。第W節では，この点

とも密接に関連する， 1996～2000年経済開発戦

略における各所有セクターに対する政策の問題

をとりあげる。第V節では，以上の点を蹄まえ

て，同戦略の評価を行う。ここでは，同戦略の

ー開発途上国のそれとしての性格を確認する一

方，同戦略の背後に看取される「社会主義」的

性格の顕在化＝共産党路線の左旋回と，ベトナ

ムの過去＝長期戦時体制の重さとを強調する。

稿末の「おわりに」では，同戦略の実施に関わ

る問題点・課題を指摘する。

(it 1) 本稿が1鈎6～滋泌0ijc経済開発戦略の f諸特

徴」を明らかにするという場合，その全般的な概要を満

遍なく解説することを意図してはいない（「全般的な概

要iを解説したものとしては，とりあえず，持見元子

『ベトナム経済入門』臼本評論社 1996年 45～51ペー

ジ等を参照されたい）。ここでの意図は，今党大会で採

択された諸文書と，過去の党大会ないし党大会関連の諸

文書？とを比較考察した結果としての， 1996～笈削年経済

開発戦略の独自性を論ずることにある。この点に関連し

て句第II節（注18）を参照されたいっ

I 今日までのベトナムの経済開発

社会主義ベトナムは，農村人口が全就労人口

の70%余を占め，また年2%に達する高い人口

増加率が土地資源の制約をより由々しくしてい

る典型的な後発開発途上国（LLDC）である。こ

『アジア経済』 XXXVIII-8(1997 .8) 
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（出所） Tu lieu va so lieu ue dai hoi VIII va me dai hoi cua dang ［第8同党大会と各党大会

に関する資料・数億］ (Hanoi：＇［、rungtam bao chi dai hoi Vlll, 1996). 

他方，ベトナム経済がなおかつ有する次のよ

うな特徴にも注意しなければならなし le 

すなわち，農村の多くがなおかつ自給自足的

であることは当然のこととして，工業開発では，

旧システム以来のフルセット型の開発を推進す

るという観点が依然強いことである悦7）。従来

からの機械製造産業に加え，近年の家電産業，

電子産業を育成することを強調する姿勢は，そ

の象徴である（法制。同有工業企業の経営ビヘイ

ビアがなおかつ旧態依然としていることも，部

分的にはこの点に関係している。

一方，農村の自給自足的性格を解消するとい

う説題とも関連してはいるものの，工業開発の

立地を全国に「分散」させ地方の経済水準を高

めること，換詰すれば雇用問題の解決との関連

で地場産業を振興させることは，！日システム以

来の一関した政策である。

こうしたなか，しかし1990年代に入ってから

は，輸出加工区への外資の誘致を核のーっとす

る3大重点経済地域W：引の開発を特に議視する

姿勢が打ち出されてもきた（ 7中総（第7販））。

ただし， 1994年12月に施行された工業団地政策

は，上述の文脈とも関連して， 3大重点経済地

域の開発を若干軌道修正することを予知させる
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ものでもあった（注10）。

(it 1) ベトナムを「開発途上国」として捉える場合

の見方については， リチヤード ・T・ギル著『経済発展

論」安場保吉・安場幸子訳東洋経済新報社 1965年

第5章，および速水1右次郎『開発経済学」勤草書房 1995

年第3. 4章を参照。この点は．以下の5つのパラグ

ラフについτも同様である。

U:主2) 「社会主義国」としての「不足」については，

竹内郁雄「「規制された市場メカニズム』への移行一一

ドイモイ下の国営セクター改革の過程・現状・課題 " 

（五島文雄・竹内郷雄編『社会主義ベトナムとドイモイ』

アジア経済研究所 1994年） 65～151ページを参照。

（注3) ドイモイ以来のベトナム経済の詳細な展望は，

江橋正彦「ドイ・モイの成果と課題」（西原正・ジェー

ムズ・W ・モーリー編著『台頭寸るベトナム一一日米は

どう隠わるか 」中央公論社 1996年第2章）を参

照されたい。

(i主4) この見方を強調しているのは， トラン・ヴア

ン・トゥである（トラン・ヴァン・トゥ著 rベトナム経

済の新展陽一 i：業化時代の始動 』日本経済新聞れ

1996年 32べージ）。

（注5) 国有企業の「近代化・民営化・株式化」とい

う場合，「近代化」とは， 1991年末以来の国有企業への

茸銃器役会の試験的設置に代表されるムーブメントを， ま

た「民間じ」とは．同時騨共来「鞘体」された国有企業

tこ対して採られた所有転換のムーブメントを意味してしミ

る。他方，「株式化」においては，現在のムープメント

に直接連なる政令として， 1仰2年6月の首相決定202号

を怒起されたいc

（注6) 以下ーの本館の叙述は，主に NguyenTrong 
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Dieu, Diaか9［地理9l (Hanoi: Nha xuat ban g1ao 
due, 1995), pp. 19 44，およびLeThong-Nguyen Viet 

Thinh, Dia ly 12 ［地理12](Hanoi: Nha xuat ban 

giao due, 1995), pp. 28-57によっている。

（注7) Le Thong-Nguyen Viet Thinh, Dia ly 12, 

p.44は「わが国の工業は重要な諸産業をかなり十分に

備えている」と述べ，それがエネルギー産業（石油・天

然ガス，石炭，電力），素材産業（建設資材，化学，冶

金），労働用具生産産業（電子，機械），加江工業・消費

財産業に及んでいることに言及している。

（注射 これら産業を国産化するべき湾由（j:，他の函

も々それを有しているから，という国民経済的観点が強

しl。

（注9) 「3大重点経済地域」について，詳細は本稿

第III節3の叙述を参照。

（注10) 詳細は，朽木昭文・竹内郁雄「経済安定化か

ら経済開発へ」（竹内節雄・村野勉編『ベトナムの市場

経済化と経済開発』アジア経済研究所 l悌6年） 7～9 

ページを参照。

II 1996～2000年経済開発戦略の概要

1996年6月28日～ 7月1日，ベトナム共産党

は第8回党大会を開催した。大会末日の7月1

日には，「中央委員会（第？期）の政治報告」（以

下「政治報告」と略」cl，「1996～2000年の経済全I:

会開発5カ年計画のJi向・任務」（ 5カ年計画；

以下「経済報告」と略記），新「ベトナム共産党

規約」等の諸文書が採択された。

1 . 2020年までの経済社会開発目諜

「政治報告」の第 1部＇ 10年のドイモイを軽

た国土」のIII「総括的評価4 の部分は，マクロ

経済の安定化がすでに基本的に達成された点在

強調したことに加え，昨今の経済が年平均8～

9%の成長を持続するなど，好調に推移してい

ることにより（表 1参照）, 1991～何年5カ年計

画がベトナムの「 5カ年計画」として初めて達

ベトナム共産党第8副大会と新経済開発戦略

成・超過達成された点を大きく強調した惟1)。

これを受け，上述の「政治報告」をはじめ，採

択された諸文書は， ドイモイの継続とともに，

1994年 1月の党全国代表者会議が設定した「工

業化・近代化」路線を本格的に開始することを

ー諦に確認した｛注2）。ドイモイの将来像として

は 1社会主義を志向する」としながらも， 1991

年6月のベトナム共産党第 7岡大会（以下「第

7回党大会」と略記）， 94年 1月の党全国代表者

会議と同様，「社会主義への道」の概念について

は，「日増しに明確に確定される」（注3）として，

その確定を事実上先送りにした。

経済開発戦略について言えば，今党大会の特

急のひとつは，「政治報告」の第2部「2020年

および2000年までの目標」のII「目標」の部分

において， 2020年までの長期経済開発目標が，

ラフにではあるが，明示されたことである。目

標のポイントは「2020年までに……基本的に工

業国となるよう奮闘努力すること」，また同時

期までに「GDPを1990年比で8～10倍に増加

させること」である世4)0 筆者の試算lこよれば，

1990～2020年の30年間に GDPを8倍にするた

めの成長率は年平均約7.2%, lOf行にするため

のそれは1991～95年5カ年間の平均成長率に匹

敵する約8.2%という高さに上る。

工業化の達成を2020年という時点に設定した

のは，恐らく APECがこの年までに東南アジ

ア諸国の自由貿易を実現するべきことを定めて

L通るニとと無関係ではなかろうのしかし，こう

した高度成長を30年にわたって持続した国は，

第2次jtそ界大戦後の高度成長期の討本を除けば，

見出すことが難しい（注5）。実際，「政治報告」

の草案が1996年4月10日に発表された際，これ

の解説・論評にあたった共産党機関紙 rニャン

ラ
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ザン』の N.D.署名連載論文の論議も， k述の 揮して，経済成長を促進し社会的公正を実現す

目楳が一種の「努力目標」であることを示唆し る動力を強力に創出するJ，「大衆は相対的に満

ている悦6）。したがって，上述の百標の最大の ち足りた衣食住を享受する」等性7)，いずれも

意義は，ベトナム共産党が，今党大会において 定性的かつ抽象的な記述に留まっている惟昌弘

「工業化・近代化」路線を本格的に開始するこ 2“ 新経済開発戦時の 2つの特徴

とを確認するにあたり，東・東南アジアのダイ 他方，今党大会で採択された1996～2000年経

ナミックな成長の趨勢をも勘案して，今後とも， 済開発戦略を1991年 6月の第 7田党大会， 94

1990～95年の年平均成長率8.2%を上tufる高度 年 1月の党全国代表者会議，同年7月の 7中総

成長を持続させてゆくという決意を表明した点 （第7期）等（特に後2者）の各決議と比べた場

にある，と評価しておくのが無難であろう。 合，その特徴として，以下の 2J.1J.を指摘するニ

ちなみに，上述の点以外の2020年までの経済 とができる。

社会開発円憎は，科学技術の進歩，生産関係ご 第 1｝，？.は，上述の第7回党大会，党全国代表

各所有セクターの改革，大衆の物質的文化的生 者会議， 7中総（第7期）等の際lこすでに言；及

活の改善に関するものである。ただし，これら されていた， 2000年までに達成するべき経済成

は「自然科学・工学は科学技術革命の最新の諸 長率等の諸指標が軒並み上方修正されたことで

成果を把握し応用寸る j，「所有制度・管理制度 ある（表2参照） C 

・分配制度は瓦いに結びつき，生産諸要業を発 2020年までに国内総生産を1990年比で8～10

6 

重量 2 ベトナム共産党九六会等が設定したベトナムの2000tf.までの主婆経済指標

1991斗： GJJ 1994年1付 1Y94i干ー 7J j 1996年6月

国内総生産 (19904, 1) 守 2.5 

経済成以来（%／’年） 対～8.5 時 9～10 

農林漁業 4～4.5 4.5～5 

苦E 10～15 l:l～15 14～15 

fJ- ビス 12～13 

輸 15～lG 28 

投資 GD!》比本（%／年） 27 .:1～：｝1.5 よ. : :1 ＇人＇I二：！（ド＼，J!I 30 
' a そν，rtそHJ:J.I；ニ

産業GDI》比中（（%； 2000年）

農林漁業 •12.0 19～20 

工業佳日立 28.0 30 34～35 

サ ヒス 45～46 

(LJJ 1iji) J)山 1gcong san Viet t¥ am lベトナム共Ji主党J, Chien luocοn dz穴htセ1phal t山 nkinh fe .. w hoi 

de11 11am 2000 [2000勾ーまでii）縦消ti：会安定問手苦戦崎町（Ilanoi :¥'ha xu乳tb乱nsu that, 1的 1）／γ11/J

chi 日ml{san, Feb. 1994/:Vlwn r/11n. Aug.12.1994ノノU Baけ caorhinh tri cu辻 banchap h礼nhtrun宮

山川td札ng(kho社 Vll)tai山 ihoi dai bi山 toanquoc ！日nthu VlIιua dang" l第8［吋党大会におけ

る，1,I丸 ~Hf, （雪印7JYJ) U）政治桜山町 in ¥:m1 kieJ1 dai h川 d11ihieノIIl川 ｝／ (//10正la}/thu v刀／ ［第H[u[ 

党大会文献Jby 1治ngcong san Viet Nam (llanけiNh日 xuatban chinh tri quoc京ia.19961. 
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倍に増加させるという，さらなる高度成長志向

を宣言したこともあり，「政治報告」第2部の

II「目標」の部分では， 2000年の国内総生産は

1人当り国民所得を90年比でほぼ倍増させる

2.5倍（注9）に（7中総（第7期）の時点では2～2.5

倍（注10）），経済成長率は年平均9～10%に（党全

国代表者会議の時点では8%（注ll))' 投資率は 30

%に（同： 2, 3年以内iこ20%，その後20%以上）

等と，それぞれ上方修正された。

「工業化・近代化」路線を急速に実現すると

いう意志が強く打ち出された結果，とりわけ工

業生産の成長率と工業生産（建設を含む）の対

GDP比率とが，それぞれ年平均14～15%,34～ 

35% ( 7中総（第7期）の時点では13～15%,30 

%）と，高く上方修正されている。ちなみに，

輸出の伸びは年平均28%となっている。

こうした上方修正を受けて，「政治報告」の第

3部「主要分野の開発の定性的方向」の I「工

業化・近代化を志向する開発と産業構造の転

換J の部分は， 1994年の 7中総（第7期）決議

の骨子である，重要な分野の r近代化をすばや

く図り」「若干の大規模なプロジェクトを建設

すること」（注12），また「農林水1私石油開発・精

製，機械製造，電子産業，通信技術，観光等」

を産業政策の重点部門として，その開発を促進

すること（注13）を再確認したほか，貯蓄率を高め

ること（注14），また成長の一方の要因である「教

育・訓練事業，科学・技術事業を強力に発展さ

せること」（出5）を新たに強調した。

ちなみに，貯議本を高めることについては，

大衆の遊休資金をナばやく動員するべきこ

と（注16）とも関連して，特に財政に関わる新たな

改革措置が，「政治報告」第3部のIII「経済運

営システムの刷新の継続」の部分において主張

ベトナム共産党第8回大会と新経済開発戦略

されている｛注17）。

1996～2000年経済開発戦略の特徴の第2点は，

こうした，さらなる高度成長を志向する一方で，

特に今日までの市場経済化・経済開発の過程で

顕在化してきたと認識された諸問題の解決に即

時着手するべきことが同時に強調されたことで

ある｛出也）。

市場経済化の否定的側面として， 1991年の第

7阿党大会で指摘された，汚職・非合法取引・

浪費，私営セクターの活動における拝金主義が

顕著であること，また94年の党全国代表者会議

で指摘された，ギャンブル・麻薬・売春等の社

会的悪弊が蔓延していることに加えて，今党大

会で特に法視されたのは，貧富ω蓋が拡大しつ

つあること，具体的には，世帯聞の格差に加え

て，地域開ないし都市・農村間の格差，民族問

の格差が拡大していること，である世間。

昨今の市場経済化・経済開発下の否定的現象

として，以前には 3%だった都市部の失業率が

1994年以来6%へと増加していること惟20），農

山村の生活水準は，絶対的には増加しているも

のの， ￥野部農村と都市部の棉差は 1: 2 tこ，

111村と都市部のそれは 1:3に上り，縮小する

どころか拡大する趨勢にあることほ釦等が，す

でに今党大会に先立って指摘されていた。「政

治報告」第 1部のII「欠点と弱点」の部分では，

これに加えて，後進農山村・地域では，こうし

た経済格差が拡大しているのみではなじ医療，

教育・訓練の質が非常に低く福利！学生も十分で

はない場所が多くあること，特に山村について

は，天然資源・生態環境の保全に対する注意が

十分ではないこと等も指摘された（注22）。したが

って，「政治報告」第 1部のW 「主要な教訓｜」

の部分では，経済開発には市場経済化が必要で

7 
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あり格差の拡大は市場経済に固有の現象として

やむをえないものの，「飢えを無くし舞困を減

らし」，社会的公正を即時実現し，あらゆる者の

生活を向上させるべきことが主張された惟23）。

要するに，こうした格差の拡大の謹勢を臨止

し縮小させることを目標に，「政治報告」第3

部の I「工業化・近代化を志向する開発と産業

構造の転換」の部分では，雇用を促進し各地域

の均等開発を推進するべきことが（注24），また同

「政治報告」第2部のII「目標」の部分では，

さらに後進農山村・地域に対して経済政策に加

えて社会政策を強化するべきことが強調された

のである W25l。

ちなみに， 1996～2000年経済開発戦略の特徴

の第 2点とも密接に関連する論点としては，

「政治報告」第3部のII「各所有セクターに対

する政策」の部分において，国営セクター・葉

団セクターの刷新が遅れていることに関して，

党・政府の指導に見られる「欠陥」を是正する

ことが強調されたことが挙げられるほお）。ただ

し，以ドの第3節では，上述の1996～2000年経

済開発戦略の 2つの特徴が今党大会で採択され

た諸文書等のいかなる個所に具体的に現れてい

るのかを続けて検討することとし，各所有セク

ターの改革に関わる問題は第W節において叙述

することにしたい。

（注 l）“Bao cao chinh tri cua ban chap hanh 

trung uong dang khoa Vil tai dai hoi dai bieu toan 

quoc Ian thu咽 cuadang" ［第8同党大会における中

央委員会（第7期）の政治報告］， in Van kien dai hoz 

dai bieu toan quoc b持 thuVIII ［第8回党大会文献］，

by Dang cong san Viet Nam (Hanoi Kha xuat 

xuat ban chinh tri quoc gia. 1996), p.67. 

（注2) 例えば， Ibid.,p.68 

（注3) Ibid. 

8 

（注4) Ibid., p. 80 

（注目 当時の日本の経済成長率は，一説には年平均

で30年間10.3%という高さであった。

（注6) 「N.D.箸名連載論文Jとは， N.D.，“Timh1eu 

mot so noi dung trong du thao baa cao chinh tri 

trinh dai hoi Ian thu vm cua dang”［第8回党大会で

陳述される政治報告草案の若干の基本的内容の考察］，

八r1z側 danL人民］， Apr. 11 13, 15 20, 23 25, 1996 

のこと。当該部分は， Nhandan, Apr. 13, 1996ι 

（注7）“Baocao chinh trし目 taidai hoi da1 

bieu.・.，＇’ p.80.

（注射 ちなみに，「政治報告4 草案には，生産関係

ニ各所有セクターの改革に関して， 2020年までに伊国家

経済と協同組合経済はGDPの60%を占める……」とす

る文章治雫班した。西側報道に従えば，この部分に対し

て市場経済化を支援する国際金融機関等から多くの苦情

・苦言が寄せられたと言われる。このためもあろうか，

f政治報告」では，この部分は「罰家経済は主導的役割

を発揮し，協同組合経済とともに経済の屋台骨を形成す

る」（Ibid.）とし寸表現に修正された。

(i主9) 本パラグラフと次のパラグラフとにおいて掲

げた「政治報告 j からの数値は，いずれも Ibid.,p.泣か

らのもの。

（注10) 本パラグラフと次のパラグラフとにおいて掲

げた 7中総（第7期）決議からの数字は，いずれも Nhan

dan, Aug. 2. 1994.からのものc

（注11) 本ノ可ラグラフにおいて掲げた党全国代表者会

議からの数値は，いずれも“Baocao chinh tri cua 

ban chap hanh trung uong dang tai hoi nghi dai 

bieu toan quoc giua由 1emky cua dang”［党全国

代表者会議における党中央委員会の政治報告］， Tap di/ 

cong san ［共産主義］， Feb. 19ヲ4,p, 16からのものc

（注12）“Baocao chinh tri. . tai dai hoi da1 

bieu. ，” p.85. 

（注13) Ibid., p. 86. 

（注14) Ibid., p. 85. 

（注15) Ibid , p. 86. 

（注16) この点に関連して， Ibid.,p. 64.を参照され

たい。

（注17) 特に Ibid.,pp. 101 102. lriJ部分におじる「財

政」の項は，党全凶代表者会議決議の当該部分の表規と

比べ，これをほぼそのまま踏襲した「金融」の項とは異

なり，かなり多くが新しく差し替えられた。財政改革の
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重点のひとつは，後述の「おわりに」で触れる税制改革

である。

（注18) 以下の点がなぜ1鈎6～2（削年経済開発戦略の

特徴のーっと言いうるのかは， (1) 「政治報告」の第3

部の I「工業化・近代化を志向する開発と産業構造の転

換」の部分を1994年1月の党全国代表者会議決議参同年

7月の7中総（第7期）決議の当該部分と比較し，（2）次

いで（注6）で述べた N.D.署名連載論文の「ドイモイ 10

年間の総括的評価」の部分（Nhanda目， Apr.12, 1996) 

を参照した仁で（ここでは「政治報告4 第1部の取「総

括的評価」の部分が「わが医は経済社会困難からすでに

抜け出した」が「若干の面はいまだにしっかりしていな

い」と評価している理由か瀞細に解説されている）' (3) 

「政治報告」第1部のII「欠点と弱点J，またW 「主要な

教訓しの部分を91年6月の第7回党大会，例年1月の党

全悶代表者会議の相当部分と比較して得た結果に基づい

ている。

ちなみに， VietNa問 dautu nuoc ngoai ［ベトナム

外国投資］が1996年5～6月にかけて掲載した「第8回

党大会に向けて（huongtoi dai hoi dang Vil!）」と題す

る5つの記事（(1)「生活の質を向上させよう」 5月14

-20日号，（2）「『飢えを無くし貧困を減らす』プログラ

ム」 5月21-27日号，（3）「山岳地域の繁栄のために」 5

月28日 6月3日号，（,J）「ベトナム農村と2000年までの

方針案単案」 6月1117日号，（5）「ベトナム各地域の経

済社会開発」 6月18-24日号）がいずれも以下の点を強

調した記事であることを，傍証として加えることができ

る。

（注19）“Baocao chinh tri.・e tai dai hoi da1 

bieu ...，” pp目臼－65,72. 

（注20) Nhan dan, Apr. 23, 1996. 

（注21) Viet Nam dau tu nuoc ngoai, June 18・24, 

1996, pp.18 24. 

（沈22）“Baocao chinh tri. . . tai dai hoi da1 

bieu ... ，＇’ pp. 64 65. 

（注23) Ibid., pp. 72-73. 

（注24) Ibid., pp. 85 86. 

（注25) Ibid., p. 83.主要な部分は｛鍛えを無くし鈴

凶を減らし続けるの大衆，特に農山村の大衆の衣食住，

学業，医療，往来の条件を改善し，文化を享受する度合

いを向上させる。－－環境が汚染される状況を限止する」

としゐう高g分である。

（注26) Ibid., pp. 91－引6.

ベトナム共産党第8回大会と新経済開発戦略

回 1996～2000年経済開発戦略の

「2つの特徴」の具体的様相

採択された「経済報告j の第2部「1996～

2000年経済社会開発5カ年計画の主要な方向・

任務・目標」の II「開発分野・プログラム」の

部分が掲げた1996～2000年経済開発戦略におけ

る開発分野・プログラムは，全部で11に上る。

具体的には，以下のとおりである。

(1) 農業開発・農村開発プログラム

(2）工業開発プログラム

(3) インフラ開発プログラム

(4) 科学技術開発・生態環境保全プログラム

(5) サーどス経済開発プログラム

(6）対外経済開発プログラム

(7）教育・訓練開発プログラム

(8) 文化・社会問題開発プログラム

(9) 地域開発プログラム

岡 山岳地域・少数民族同抱地域の経済社会

開発プログラム

(11) 「飢えを無くし貧困を減らす」プログラ

ム（注1J 

1 . 高度成主義志向と重工議開発の重視

「経済報告」の第3部「主要な解決方法・政

策」の I 「1996～2000年 5カ年計画の大きなバ

ランスJ の部分ほ， 1996～2000年経済開発戦略

の達成に必要とされる投資総額を410億 ～420億

ドルと見積もっている位2）。したがって，この

期間の平均投資額は年82f:意～841:意ドルとなるc

内訳は，外資に依存する部分が130億～1別館ド

ル，国内資金による部分が270億～280億ドルで

ある（法3）。

外資に依存する部分のうち，約100億 Fiレは，

9 
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投資ライセンスがすでに発給されている契約べ 轟林漁業5積約九輸出加工区・工業団地20億

一スの諸案件193.5櫨ドルのうち2000年までに ドル等である（注4j。

実行可能となる案件によってカヴァーすること 他方，国内資金による部分には，諸外国から

が予定されている。ちなみに，この100億ドル 供与される政府開発援助（ODA）の予定額70億

の内訳は，石油25億ドル，セメント 5憶ドル， ～80fj意ドルが含まれているi注5）。また， 5カ年

製鉄ら億ドル，機械・電子産業2億 F1v，港湾 聞の政府開発投資予算総額は，国内資金 lこよ

・空港3億ドル，通信 1億ドル，電力 5撞ドル， る部分のうち，おおよそ86億～88億ドルであ

表 3 ベトナムの主要生産物（／）生産実績および目標

…「－占五－γ1985 出子一十1995.一丁一向。
道力生工1雨k~~1f1 I 5,230 s. ,90 r 14, 69「寸瓦0()0～30,000

: (168.1) i 067. l) i (170.2～204.2) 

100万i ! 5., 4.6 I 1 .65 i 1(J.oo 

rno.1) I 066.3) I <no.7) 

2.7 i 7.7' 16.00 

(2s5.2i I c209.2) 

380 ! 2,000 

(376.2) I (526.'.3) 

], 800 

(201.:3) 

5, 854 I 18, ooo～20,000 

<2:m.oJ 1 (307.5～341.6) 

203.9 

(258.1) 

845 

(2:l8.7) 

220 

(62. ]) 

95 

C:¥51.9) 

1::.0 

(258晶 6)

101 

062.9) 

894 

(92.7) 

2, 5;14 

(167 .5) 

79 

000.0) 

354 

(66.5) 

318 

(85.0) 

ワ7

(192.6) 

58 

(241. 7) 

61;'; 

(99.8) 

21.49 2,.50 I 初 00

018.1) (128.0) I (109.1) 

I 30:3. 5 ：山4 372.0 360～幻

I 006.9) 014.7) <96. H～99.5 ） 

（出所） Tu li臼イ va sυlieu vc d“i hoi γ111 ／！正1,・aイti.どIIIiイ，iイ弓uati，αng ［第8E］］党大会と？キ党大会｛こ関ナる

資料・数値］（日anoi:Trung tam baり chid乱ihrn Vlll. 19！姉／＂Communist Party of Vietnam. 
οri,,ntation anti tas止、 ofthl' /996 2000 fivc-:cmr f!/an jけI.＇けcioeconomic development (Hanoi：・ 1996)

（注） 1985, 90, 95',fは実績｛自由， 2000i]・ーはけ探偵｝ま九かゥニ内は勺必lf.の前期（ニ100)，こ対する比率与
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る（注6）。

投資総額の配分比率が最大である産業は，今

後の「工業化・近代化J 路線二急速な高度成長

を牽引してゆく工業である。この工業への投資

総額の配分比率は， 43%に上る。これに対して，

本節目頭に掲げた11大開発分野・プログラムの

筆頭に位置する農林漁業・水利関連案件への配

分比率は20%のみとなっているほ7I。ちなみに，

総論的には「消費財・輸出品工業を発展させ，

重工業は選択的に発展させる」悦れとされてい

る工業内部の配分比率は，対重i；業が多く 70%,

対消費財・輸出品工業が30% となっている (/t~ j C 

重工業のうち，開発が強調されている諸産業

は，主に外資に依存ずる産業，すなわちGim• 

天然ヵースの開発および精製（2000年の生産日標

は1600万トン；原油のみ），電力（同f,'@:250～300徳

川／h），石炭＝選炭（同1000万トンんセメント（同

1800万～2000万トン），鉄鋼（同200万トン），！機撒

肥料・空素肥料等の化学肥料 (l,i]l20万トン）と

いった産業である（注10）。他方，消費問・輸出品

l：業については，機械製造，電子産業，通信技

術のほか，農林水産関連工業として司特に食糧

食品加工工業・消費財・輸出品工業を発展3せ

ることが力説されているa ちなみに，二ωうち

2000年の具体的なは楳備が設定されているのは，

砂糖（同100万トンんイli地同僚平方メートル），

製紙（30力トン）といった産業である lirll¥

I“業（電力を含む）に限らず，農林漁業・水

干lj，また通信，交通・運輸等のT.要投資案件lふ

今党大会の開催にあたりベトナム外務省がハノ

イにでプレス・コンブアレンスを組織した際に

配布した主要投資案件のリストからも明らかな

ように(i主rn,1991年6月の第7同党大会ないし

特に例年 1月ω党全倒代表者会議以米今日まで

ベトナム共産党第8凶大会と新経済開発戦略

テコ入れが強調されてきたものとほとんど同ー

である。また，これらのうちには投資ライセン

スがすでに発給されているものも少なくない。

その意味では， 1996～2000年経済開発戦略は，

経済インフラをも含む主要産業の主要投資案件

の開発については，従来の既定方針をほぼ踏襲

していると言える。したがって， 1996～2000年

経済開発戦略の一つの特徴iムさらなる高度成

長を志向するべく，前節で引用した表現に従え

ば，重要な分野の「近代化をすばやく図り j ；－若

子の大規模プロジェクトを建設すること」にあ

るのである（以上，表3も参照）。

2‘ 議業・轟村開発と社会政策の霊規

しかし， 1996～2000年経済開発戦略の特徴は，

他方では，やはり，雇用を促進し各地域の均等

開発を推進すること，また後進農山村・地域に

対して経済政策に加えて社会政策を強化するこ

とでもある。このことは，以下の点から確認す

ることカiて守きる。

第1＇こ，投資総額の 20%という農業への投資

資金配分は，工業へのそれ（同43%）と比べて

確かに少ないものの，政府開発投資からの手当

てが全くない工業に対して，農業には，これが

計仁主れていることである（政府開発投資予算

の22%1iill1）。第2に，ある立味ではこちらのJi

がより重要であろうが，共産党には， 1996～

2000年の対農林漁業・水利への投資額を P必要

とあらば，さらに増額する」別意があることで

ある悦14）。恐らしこうした事情からであろう，

・;k手IJ開発に関連するプロジェクトの幾つ

かは，農業・農村開発省、が！日，］'fl独自の農村開発

10大プログラムを今党大会に先駆けて発表した

ことも子二伝って（；主15），現在，すでに前倒してい実

胞が開始されてもいる（it16）。

II 
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こうしたなか，「経済報告」が掲げた11大開

発分野・プログラムの (1)「農業・農村開発プ

ログラム」について，戸政治報告」第3部の I

「工業化・近代化を志向する開発と産業構造の

転換」の部分は，従来からの食糧生産重視を継

続し工業用作物・畜産を発展させ森林資源を

回復すること等の方針に加えて，特に農業・

農村の漸進的な工業化を図ることを強調してい

る（注17）。すなわち，農村工業＝伝統地場産業

(Jang nghe）に加えて近刊工業を振興させるこ

とを通じて，農村の産業構造を転換し，その雇

用問題を解決し，所得を増加させること（それ

は農村から都市への「盲流」を防ぐことにもつなが

る）が同開発プログラムの含意なのである。

ちなみに，農林漁業に関する1996～2000年経

済開発戦略の主要な目標は， 2000年までに約

3000万トンの食糧生産量（ 1人汁り平均360～370

キログラム）を達成すること，工業用作物の総

生産額を作付部門全体のそれの約45%に，畜産

部門の農業生産総額における比率を30～35%に

それぞれ高めること，漁獲量を160万～170万ト

ン（うち養殖部門からのそれは50万～55万トン）

に高めること，植林面積を250万ヘクタール（う

ち新規のそれを100万ヘクタール）とすること，な

どである（注18）。

他方，後進農LIJ村・地域に対して経済政策だ

けでなく社会政策をも強化する姿勢は，さらに

政府開発投資予算の交通・通信，社会インフラ

への投資配分比率がそれぞれ35%となっており，

投資総額全体の両分野への配分比率18%,14% 

と比べて高めに設定されている点に現われてい

る（注19）。圏内民間投資・外資のみには頼り切れ

ない「公共財」の供給に対する財政の役割の重

視は当然といえば当然ともいえようが，交通・

I2 

通信に代表される経済インフラの建設は「開発

の障害となっている最も条件の悪く弱い環を解

決するJ（注20）という表現からも明らかなように，

後進農山村・地域の開発へのテコ入れを重要な

目諜のーっとしている。また，使途の多くが医

療，住宅，文化等に関連する社会インフラへの

支出も，部分的には，これら地域への支援費た

る性格を有してもいる（注21)。

3. 各地域の均等開発の推進

経用を促進し各地域の均等開発を推進するこ

と，また後進農山村・地域に対して経済政策に

加えて社会政策を強化することのうち，特に各

地域の均等開発を推進するという点は，「経済

報告」第3部の I「1996～2000年5カ年計画の

若干の大きなバランス」の部分が示した各地域

への開発投資予算の配分の方針の中に，明確な

表現を見出すことができる。

すなわち，中央財政については強弱をつけず

に各地域に均等配分して経済インフラ建設に充

てる一方，地方財政については3大重点経済地

域 (1994年7月の7中総（第7期）決議に従えば，

北部のハノイ，ハイフォン，クアンニン，中部のフ

エ，ダナン，ニャチャン，南部のホーチミン，ビエ

ンホア，ブンタウの諸都市）以外の地域への配分

を？とし， 3大重点経済地域への配分は3のみ

として，後者については「民間資本・外資に頼

る比王子tを高める」としている点である（；主22）。こ

と開発投資予算配分に関する限り， 3大重点経

済地域開発構想の比重の低下は明らかである。

「政治報告」第3部の I「工業化・近代化を

志向する開発と産業構造の転換」の部分も，各

地域の均等開発の必要性を説きつつも 3大重点

経済地域を他の地域よりも－＂＂＂歩先に離陸させる

意関を表明していた 7中総（第7矧）決議とは
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異なり，「経済報告」に呼応して，むしろ各地

域の均等隣諸を推進すること自体を第ーとして

いる問問。ちなみに，「政治報告」の同部分は，

3大重点経済地域に対して P必要な度合いの投

資を行う」一方，開発の遅れた地域， 「特tこ山

岳高原地域，島領部，少数民族居住地域，実地，

革命根拠地」の経済・社会インフラのニーズを

充たし「各地域間の……あまりにも大きな較差

を次第に解消」すべきことを「重点」としてい

る（注24）。ここには，各地域の均等開発を推進す

る中，特に後進展山村・地域の経済社会開発を

推進するという 1996～2000年経済開発戦略の特

徴がはっきり読みとれる。

他札党大会関連文献の一つは， 3大重点経

済地域以外の地域のうち，特に地方都市ーの開発

を推進するべきことを主娠しているは£25）。強調

点は， (1）員工業の立地は衛部意点経済地域のど

エンホア，また石油精製産業の誘致が決定され

ている中部のクアンガイの 2カ所に限り，これ

以外の地域・地方都市では消費財工業，輸出品

生産工業を興すこと，（2）輸出加工iズないし工業

同地構想を擁している 3大言重点経済地域以外の

地域・地方都市において，（現在全閣0)10数カ所

で企画・鐙設中の）中小規撲の工業団地の建設

を推進することである。

実際， 3大重点経済地域開発構想、は，比五重の

低下にあわせ，その立地自体も「拡数」の方向

にあるように見える。これも党大会関連の文献

は， 3大重点経済地域の主要都市として，北部

についてハノイ，ハイフォン，ハロンを， ltJ部

についてチャンメイ，ブエ，ダナン，ズンクア

ツト，クアンガイを，街活ぢについてホーチミン，

ビエンホア，ブンタウ，ソンベーを挙げている

（傍点部分は7中総（第7期）決議と災なる部分）<rt26¥ 

ベト十ム共産党第8回大会と新経済開発戦略

クアンニンとほぼ同一視しうる北部のハロンは

ともかし南部のソンベー，そして特に中部の

チャンメイ，ズンクアット，クアンガイ等の立

地は， 7中総（第7期）決議の構想、から大きく

;t'jE離しているのこれらはいずれも当該省・市レ

ベルでの工業団地を企画・建設中の地域・地方

都市であり， 1996～2000年経済開発戦略下に

「各地域の均等開発の推進J ＝テコ入れを切望

する度合いは，少なくないと言えよう（注27）。

(i主1）“Phuonghuong. nhiεm vu ke hoach phat 

trien kinh te・xa hoi 5 nam 1991 1995”［1991 1995年

経済社会開発5カ幅十画の方向・任務］． in Van kien 

dai hoi dai bieu toan quoc la河 thuVIII, pp. 174 224. 

(iす2) Ibid .. pp. 228-229. 

（誌3) Ibid . p. 229.における1悌6～2000年の投資総

額の r31%は外｛司直接投資による」とし寸表現に基づい

て筆者か計算したもの。

（注4) Thai bao kinh te Viet Nam ［ベトナム経済

タイムズ吋’ June19, 19% 

（住5) "Phuong huong, nhiem vu .. ，＇’ pp. 22S. 

229 

(1主6) 1的8～2000年の投資総額カ410億～420億ドル

てあり｛本縞9べ－:Jを参烈），うち 4国家予算からり投

資は21%をt1iめる」 (Ibid.. p 229 lという表現に苓つい

て筆者カち；ト算したもの。

OJ: 7 l Ibid . p. 230. 

（；工8) NJumゐ日z,Apr. 18, 1996 

(?-HJ）“Phuong huong, nhiem vu. :・ p.231. 

(l主10) 本ノfラグラフにおいて掲げた数値lふ断りの

ない限り， Ibid.,pp. 179-184によっているの

（注11) この「製紙ーの針標値t:t:. Nhan dan, Apr. 

18, 1996. 

Q主12) Tu Iι•u va so lieu l'e dai lwi VIII z,a cac 

de1 lwi cua dmw I第H同党大会と各党大会に測する

資料・数値］ (Hanoi: 1‘rung tam bao chi dai hoi Vll!, 

1996). なお，伺リストの案件の中には，その実施カトム部

2005年までにまたがるものが含まれている。

(t主13)

（主主14) ？ぜhar】dan,Apr. 18, 1996‘ 

(i':主15) 農業・農村開発省のそれは，以下のとおりで

IJ 
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ある。 (1)農業生産・農村工業開発プログラム，（2）農

村インフラ開発プログラム，（3）住宅開発プログラム，

(4）生産を補助するサービス体制の凋発プログラム

(5）教育・医療・社会サービスの開発プログラム，（6)

農村文化開発プログラム，（7）農村の社会構成開発プロ

グラム，（8）雇用創出プログラム，（!:I）天然資源管理・

環境保全・改善ブ勺ログラム， (10）「飢えを無くし貧i対を

減らす」プログラム（Thai baa kinh tr Viet Nam, 

May 29, 1996). 

（注16) 例えば， Viet Nam dau tu nuoc ngaai, June 

11 17. 1996等を見よ。

（注17）“Baocao chinh tri ... tai dai hoi da1 

bieu. ," p. 87. 

（注18）“Phuonghuong, nhiem vu. .，” pp. 174 

178. 

（注19) 以上の数値は， Ibid.,p.230.による。

(i主20）“Baocao chinh tri. . tai dai hoi da1 

bieu. ，” p. 86. 

(/t:21) そもそも，「経済報告」における11大開発分

野・プログラムの掲げ方には，後進農山村・地域の経済

社会開発を促進する姿勢が明確に環われている。 11大開

発分野・プログラムのうち，この点とも後援に隠速する，

(10）の「山岳地域・少数民族同胞地域の経済社会開発

プログラム」， (11)の「「飢えを無くし貧困を減らすg

プログラム」は，従来の各党大会では，例えば（8）υ〕

「文化・社会問題開発プログラム」等の中のサプ項目と

して位置づけられていたものであるc また，（4）の「科

ヤ技術開発・サ態環境保全プログラム』 lム H勝年4)J 

の時点では「科学技術開発プログラム」とされていた

(Nhan dan, Apr. 18, 1996を参照）。

(i+:22）“Phuong huong, nhiem vu. ，” p.231 

（注23）“Baocao chinh tri. tai dai hoi da1 

bieu. ，” p.89 

（注24) !hid., pp. 89 90. 

（注25) Nhan dan, Apr. 18, 1996. 

(i主26) Viet Nam dau tu nuac ngaai, June 18 24, 

199抗

（注27) なお， 経済報告」は， 3大重点経済地域の

開発とも関連して，当面，ハイフォン，ハロン，モンカ

イ，ブエ，クアンガイ，ブンタウ， yけjア等の各海港が

J コの「海港総務圏」とてもも称しうる経済圏を形成する

べきことをも主張している（“Phuonghuong, nhiem 

vuゅ，” p.212）。
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N 1996～2000年経済開発戦略と

各所有セクター改革

1 . 株式化の推進と苔定的現象の匝止

各所有セクターの改革は，市場経済化をさら

に推進することが主張されるa 方で，上述の点

とも密接に関連して，やはり顕在化してきたと

認識された諸問題の解決に即時着手するべきこ

とが強調された分野の一つである。

「政治報告」は，市場経済化をさらに推進す

ることとの関連では，その第3部のIIF各所有

セクターに対する政策」の部分において， 1994

年7月の 7中総（第7期）決議で主張された，

[El有セクター（ftl)間，また国有セクターと園内

資本主義的私営（注2).外資よりなる国家資本主

義セクターをも含む他の所有セクターとの間の

提携・合弁を拡大するという観点を一層明確に

したほか（注3），「新しい生産関係を確立するJ

という観点を， 86年12月の共産党第6回大会以

来，久しぶりに強調した（注4）。

すごEわち‘国有セクターと集問セクターとに

ついては，これらセクターの「刷新」が不首尾

であることを， 1994年 1月の党全国代表者会議

時とは異なり，むしろ共産党・政府の指導に欠

陥があった点に帰し，今後は，経済効率を向上

させるべく，同有セクターに加えて，集団セク

ターにおいても「株式化」を推進することを強

調した惟5らこの集団セクターにおける株式協

同組合の推進を強調する姿勢は1996年3月に施

行された「協同組合法4 を受けてのことであ

るIi/6）。

「政治報告」の上述部分は，各所有セクター

の分配原則jに関して。 1996年 5Hの政府議定28



号の発令以来新たな段階を迎えた固有企業＝政

府事業体（doanhnghiep nha nuoc）に対する株式

化の適用拡大 (1998年までに200社程度の国有企

業を株式化すること）をも意識して，「労樹に応

じた分配」に加えて株式資金への「拠出に応じ

た分配」をも実現するべきことを強調してい

る（注7)。

こうした一方，市場経済化・経済開発の過程

において顕在化してきた「否定的現象」として

注目された問題は，主に以下の2点である。

第1点は，各所有セクター聞の提携・合弁を

適用・拡大する過程において，外資の管理が疎

かにされてきたことである（注8）。この点を解決

する方策のーっとして，「経済報告」第3部の

II「各所有セクターに対する政策と経済運営シ

ステム」の部分は， 1992年末の改正外資導入法

の精神の一つである「外資との合弁におけるベ

トナム側の出資比率を高めること」を明言し

た（注9）。他方，「政治報告」自体は，上述の部

分において，「外資の利益」とともに「ベトナ

ムの国益」を重視する姿勢を強調した（注目）。

第2点は，上述の株式化，特に固有セクター

のそれを推進する過程において，これを資本主

義化ないし民営化と同一視する傾向が生じてき

たことである（注11)。「経済報告」の上述部分は，

これを受けて「株式化は必ずしも民営化を意味

しないこと」という表現を党大会文献として初

めて盛り込んだ（注12）。

2. 外資規制の強化と総公司

上述の第 1点を詳述すれば，党大会関連の文

献は， 1996～2000年の時期に外資の管理を国益

に沿うべく強化する（外資との合弁におけるベト

ナム側の出資比率を高める）具体的な方策として，

次のような点を強調している（注目）。

ベトナム共産党第8回大会と新経済開発戦略

第1に，大規模な工業団地，特に現在建設中

の3大重点経済地域内のそれについて，当該団

地の経済インフラを建設する外資との合弁事業

をベトナム側組織に転じるべく，輸出加工区を

含む工業団地の組織，国家の管理メカニズムを

早急に決定することである（注14）。ここでは，ベ

トナム側の出資金を高める方策として，株式会

社・金融会社を設立し，外資側の出資金を漸次

買い上げること等が想定されている（注15）。

第2に，そしてこちらの方がより重要であろ

うが，外資を「イニシアチブをもって・選択的

に・軽重をつけ・重点的に摂取する」ことであ

る。この場合，優先されるべき投資案件は，分

野別には，農業，植林，原料（生産）地域建設，

食糧・食品加工といった分野の案件である。ま

た地域別には，中原，山岳，中部高原，中部沿

岸，ナンボ（NamBo）西部地域といった地域の

それである。すでに投資案件が多く存在する北

部と南部の重点経済地域については「適切な関

心を寄せる」としている。

容易に看取されるように，言及された分野・

地域は， 1996～2000年経済開発戦略の一つの特

徴である，雇用を促進し各地域の均等開発を推

進すること，また後進農山村に対して経済政策

に加えて社会政策を強化することに関連する分

野・地域とオーバーラップしている。したがっ

て，外資の管理を国益に沿うべく強化するとい

う主張は，この点を実現することとも密接に連

関している。

こうした点とも関連して，今後大きな役割を

果たしてゆくと見られるのは，固有の企業集団

である総公司＝経営集団である（注16）。 1996年12

月時点で18社か認可されている総公司について

は，ここでは，以下の 3点が重要である（注17）。

Zラ
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第 1に，今後ベトナムが外資，特に多国籍企

業と資本金額の大規模な合弁事業を営む際，複

数の総公司が新規に提携して，当該外資のパー

トナーとなることである。つまり，総公司lこは，

「経済報告」の上述部分が強調した「外資との

合弁におけるベトナム側の出資比率を高める」

ことを実現しうる強力な規制用具たることが期

待されているわけである。

第 2に，現行の 3大重点経済地域において，

複数の企業が新規提携して傘下の企業のために

工業団地を建設しうることである。この点；ふ

とりわけ電力，石炭，セメントの各総公司が提

携して形成する北部の重点経済地域（ハイフォ

ン以北）を意凶したものであるが位18江主述の

党大会関連の文献で強調されている第1点と対

！応している。

第 3に，総公司は，第III節 3で記した 3大重

点経済地域以外の地域・地方都市が中小規模の

工業団地を建設する際に，当該工業団地の経済

インブラを開発する合弁のパートナーとなりう

ることである。この点は，上述の党大会関連の

文献で強調されている第2点と対応していると

訴える。この場合，総公司のパートナーとして

は内資＝当該地方都市の企業が想定されており，

合弁にあたっては総公司・当該企業間で必ず株

式会社を設立することが構想されている。

このように，本節1で言及した1998年までに

株式化される200社程度の固有企業の中には，

t述の 3大重点経済地域内の工業団地の経済イ

ンフラを建設する外資との合弁企業のほか，こ

うした地方都市の経済インフラ建設を担当する

合弁企業がカウントされているとも見られ，今

後の展開を注視する必要がある。
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（注1) ここでいう「展有セクター」について，今党

大会の諸文献は，一線に「国家経済」（kinhte nha nuoc) 

という表現を用いている。この点について，ベトナム世

界経済研究所のヴォー・ダイ・ルオック（VoDai Luoc) 

所長は，この「国家経済」なる概念は，政府事業体

(doa凶 nghiepnha nuoc）なる概念と比べた場合，固

有の銀行・フィナンシャルカンパニー等をも含めて，こ

れを強調する概念であると語っている（筆者のベトナム

現地調査＜ハノイ＞における同所長の談話， 1蜘年9月

4日による）。

（注2) 国内資本主義的私営セクターについては，関

家が株式化された同セクターの企業の株式の一部を貿L途

上げ，その経営を誘導しつつ圏内金業家を育成すること

が重点である。 i司方針に従う事例は，すでにホーチミン

市に見られる。これに関連して， Nhandan, Apr. 16, 

1996を参照。

(i主3）“Baocao chinh tri. 目 taidai hoi dai 

bieu ..’.， p.92. 

（注4) Ibid., p. 65. 

（注5) Ibid., p. 95. 

（注6) 集団セクターについては，昨今，協力経済

(k inh te hop tac）と協同組合経済（kinhte hop tac xa) 

双方の概念が明確に区別される方向にある。このうち，

協同組合経済について，「政治報告」は， 1996年4月の

lnJ「草案」以上にその電要性を強調している。例え（:f,

「政治報告」の第2部のII「目標」にある「協同組合経

済法（国家経済とともに）経済の屋台骨を形成する」と

いう表現 (Ibid.. p. 81)は， 1996年4月の「向」草案の

持点においては「協力経済は。…山」と与れていた。

（注7) Ibid., p. 92. 

（注HJ Ibid . p. 66 

（注9）“Phuonghuong, nhiem vu. . . p. 233 

（注10）“Baocao chinh tri. . . tai dai hoi dai 

bieu .. .＇’ p.95 

（注11) このJ力、に関連して， Ibid.,p. 72を参照。

（注12）“Phuonghuong, nhiem vu. . .＇’ p.232 

（注13) Thai bao kinh le Viet Nam, June 19, 1996. 

（注14) この鎗置が遠からず遂行されるであろう点に

ついては， Dautu ［投資］， Nov. 12 18, 1996を参照。

1注目） 他!i,Thoi bao kinh le Viet Nam. June 19, 

1996は，小規模プロジェクトについては，個々の圏内

企業が土地さえ拠出すれば外関側のパートナーとなりう

る状況を改善するべく， (1)外国側の株式をベトナム側
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が摂取するか，ベトナム側に漸次綴渡すること，合弁満

期時に外国側資産をベトナム側に引き渡すこと，とい

った（従来からも主張されてきた） ‘般的な諸方策を挙

げている。

（波16) 総公判ニ経営集団は， 1994年3月以来，従来

の企業合同のいくつかを母体に試験的に設立されてきた

固有の，主に中央直轄企業よりなる企業集団である。企

業合同と比べた場合，資本規模が大きし産業の垣摂．

中央直轄・地方自治体管轄の垣根を越えた多角的・主垂直

的な統合の形態をとるニとができ，統合のあり方によっ

ては，開放経済下の「規痛の経済性“の発揮をも期待す

ることができる。これについては，竹内有E雄「企業合同

の再編成と主管制度の漸進的廃止についてー 1994年来

のベトナムの国常セクター改筆一一J (Wアジア経済』第

37巻第4号） 2～29ページを参照c

（注17) 以下の叙述につ ¥,Iては，“Vemo hinh to 

chuc ton宮congty nha nuoc”i 国家総公司の組織モデ

ルについて］， Kinh te va du ban I経j斉と予測］， Feb. 

1996, pp. 3-5を参照。

（注18) 筆者のベトナム現地調査（ノ、ノイ）における

グエン・チャン・クエ（NguyenTran Que）没界経済

研究所インドシナ部長の談話 (1鈎6年9月11IJ) によるJ

なお，こうしたベトナム側のみによって建設された重点

経済地域内の工業団地として，現在，南部ドンナイ省、の

アートゥイーハ（ベトナム建設省所総）があるο

V 1996～2000年経済開発戦略の評価

藤間を促進し各地域の均等開発を推進するこ

と，また後進農山村・地域に対しては経済政策

だけでなく社会政策をも強化することを強調す

る姿勢は， ドイモイードのベトナムが1992年末の

外資導入i去の改正，例年7rJの国内投資奨励法

の施行といった各段階を経過する中で．徐々に

形成きれてきたものである。この姿勢は，「工

業化・近代化J 路締を本絡的に開始することを

確認した今党大会に至って，さらなる高度成長

を芯向ずる姿勢とともに，［斗路綿の纂調の令 a つ

となったと丙えよう。

ベト十ム共産党第8回大会と新経済開発戦時

工業化と農業・蓬村開発とを同時進行するこ

と，経済開発の初期の過程で顕在化する各種の

格差を是正することは，ベトナムに限らずとも，

多くの開発途上国において解決しなければなら

ない共通の課題である悦へその意味で，今党

大会が敷いた1996～2000年経済開発戦略は，開

発途上国のそれとしては，とりたてて特殊なも

のとは言えなL泊。加えて，ベトナム自体は従来

の計画経済から市場経済への移行の過程にもあ

る。したがって，この移行経済において生じう

る諸種の格差を是正してゆくことも必要なこと

であろう悦2i C 

しかし，強調された，雇用を促進し各地域の

均等開発を推進すること，また後進農山村・地

域に対して経済政策に加えて社会政策をも強化

するために，従来（特に1994年 l) jの党全国代表

ii会議以来）以上の高度成長路線を志向すると

いう経済開発戦略が設定された背景には，また

すぐれて「社会主義」的な臭いも感じられる。

l社会政策をも強化する」ためには，確かに，

社会政策が対象とする階構への分配を拡大ずる

べく経済のパイを大きくすることニさらなる高

度成長を芯iゐjずることが必袋‘である。しかし，

P 雇用を促進し谷地域の均等開発を推進するこ

と」の怠味が急増する就労人口の問題を解決す

ることとの関連で1雇用の絞大化を重視すること

にあるのであれば，成長率の最大化を追求する

という目標に代えて躍用の最大化を実現しうる

堅実な成長を選択するという方法も存在してい

る（；t:J）。

1996～2000年経済開発戦略が成長率等を軒並

み上方修正した？？策には，上述の社会政策部分

に士、Iずる分配を拡大するという理由に加えて，

従米心！日システムに顕著な，部門・地方自治体．

I7 



1997080020.TIF

ここでは「各地域の均等開発を推進すること」

から利益を享受しうる部門・地方自治体二国営

企業における投資資金の無心ニ投資加熱位4）が

矯iEされきっていないという事情も存在してい

るように見える。ありていに言えば，成長率の

上方修正は，第III節1において論じておいたよ

うに，すでに1994年1月の党全国代表者会議な

いし同年7月の 7中総（第7期）の時期に慢先

開発権を獲得したi；業関連案件に関わる部門・

地方自治体が今党大会でその既得権益を維持す

る一方，強調された濯用の促進・名地域の均等

開発の推進に関連する諸案件に関わる部門・地

方自治体も今党大会でその実現に必要な資金計

画を上乗せしえたことの結果でもあろうと評価

することが可能だからである。

投資加熱，その裏面である均等主義4討引は宅

いずれもドイモイがドイモイ以前のIRシステム

が有する欠陥として克服に努めてきたものであ

る。今党大会で採択された諸文書は， Fイモイ

を継続することを一様に確認したのしかし，そ

の 4 ガで，「政治報告」第 1部のW f主婆な教

訓｜」の部分が「市場経済には社会主義の本質と

矛盾する側耐がある。ぞれは，冥高の格差：を続

端に拡大寸る趨勢である……J （傍点部分は筆者

の強調部分） W:<i）と述べる時，そこにおける If士

会主義J 像は， ドイモイ以前の！日思考からそれ

ほど大きな刷新を遂げた r社会主義J 像、である

とは忠われない。投資加熱，均等主義という旧

システムの諸特徴が改めて顕在化した点，さら

には，この点が前節に記した外資の管理を国益

に沿うべく強化することに波及したよう；を強調す

るとすれば，今党大会は，ベトナムが「後発開

発途上国」であることに加え，なおかつ！flシス

テムの母斑をぬぐい切れていない「社会主義

18 

国」であることを再確認させた大会，誤解を恐

れずに言えば，左への旋回がやや顕著になった

大会であった，と評価することができょう。

他方，社会政策の強化という点について主まえ

ば，救済が叫ばれた後進農山村・地域の多くは，

第3節3で引用した「山岳高源地域」もしくは

「革命根拠地」等の表現からも明らかなように，

おしなべて過去の民族解放闘争・戦争lこインボ

ルブされてきた地域とオーバーラップしでもい

る。本論では詳述しないが，今党大会の人事で

は，峯・公安関係者の台頭も見られた悦7）。し

たがって，一在への旋回j は，現在の市場経済

化・経済開発のドでどちらかと言えばワリを食

うに宝っている，こうした地域・階層の声世話J

を，今後のア工業化・近代化」路線の遂行を前

；こ「民族の大同団結」をも実現するべく容れた

結果でもある悦9）。「政治報告」や「経済報告」

の各所にちりばめられた「水を飲んだら水源を

思い出せ」（uongnuoc nho nguon），人曹、を返し

義男に報いよ」（denon <lap nghia）といった表

現は何よりもこの点を象徴している。 30年にわ

たる民族解放闘争・戦争にインボルブされてき

た地域・階層の意向を常に配慮するべき必妥性

は，経済開発の本格的な始動に際し，無視する

ことのできない，この国に特有な初期条件の一

つであるο その意味で，今党大会lふ過去ご長

期戦時体制jの重みそ再確認させる大会でもあっ

た，と誌えよう。

(i上1) ギル r経済発疑諭」 125ベージ／速水 r開発

経済学」 179ページを参照。

(it 2) 速水 r開発経済学』 186ページ。

｛注：n 仰jえLf，ギ｝し r経済発車重論』 140～141ベーシ

をきさ照。

m, 4 J r投資加熱」については，竹内 rr規制された

市場メカニズム1.一一j の，特に101～10aページを参照。
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（注5) 「均等主義J については，とりあえず，大泉

啓一郎「地域間格差と開発資金配分戦絡」（竹内・村野

総「ベトナムの市場経済化…一」 75～104ページ）が参

考になろう。

ベト十ム共産党司王8回大会と新経済開発戦略

発の大きな牽引力である石油開発の行方である。

石油開発は， 1990年代初頭の時点では，若干の

鉱区における試掘の成功，西側先進諸国による

（淀6）“Baocao chinh tri. tai dai hoi dai 開発鉱区の相次ぐ落札といった動向から， 2000

bieu. J’p.72. 

（注7) この点ω詳細は，白石昌也ベト十ム共産党

第8回大会の開催とその概要I（白石昌也・竹内節雄編

『ベトナム共産党第8回大会とドイモイの現段箔』調査

研究報告書 アジア経済研究所 1997年＇.lri 1～23ペ

ージ），また小尚泰「ベトナム共声主党第8[,aj大会と国防

治安政策」（本誌別稿 21～38ベーシ）令望書担任されたいェ

（注8) この点に関連して，例えば，チャン・ウザ7ン

・チャー「退役兵土は，いま」（坪井手専~Jj編 rアジア読

本 ヴェトナム」河出書房新社 1995年 209～215ベー

ジ），またc'i岡元夫『ベトナムの現在j 講談役 1996年

の，特に第H帝等をぜひ参照されたL'o 

（注9) これに関連して，中部地域に独自ω問題も指

摘される必要があろう。同地域におけるドイモイドの国

有企業改革・協同組合改革に見られる遅れは，ベトナム

戦争の後遺症とも密接に関連している。また， j,,]J:t主域てF

は，同様な文脈から「飢えを無くし貧痢を減らすj 運動j

もまた強いο

おわりに

問題点と課題

本摘を終えるにあたり，者子主れつつある

1996～2000年経済開発戦略の実現性の拍何につ

いて，簡単に触れておきたい。

ベトナムでは，経済の妻子調が依然持続してい

る。 1996年の経済成長率は， 95年と悶捕の9.5

%を達成しでもいる。しかし， 3らなる高度成

長の持続を志向する1996～2000年経済開発戦略

の達成については，これを必ずしも来観樹ずる

わけにはし、かない幾つかの問題点を指摘するこ

とができる。

問閣の A つは，外貨の最大の掠ぎ千二経済問

年までに現在のマレーシアの水準に相当する

2000万トン程度の生産が可能であるとの強気の

見通しが持たれていた。しかし，日午今は，同産

業の開発の状況から，今後の原油生産の見通し

は現状の水準lこ止まる可能性も否定できない，

という見方が増えつつある。実醸，今党大会も，

1994年4月の時点では1750万トンを設定してい

た2000年の原油開発百帯植｛注 1）を， 1600万トン

へとさらに下方修正している。

こうしたなか，比較優位たる「廉価な」労働

力を活用することは，急務である。しかし，こ

れを活用するべく「国益に沿うべく管理を強化

する」方向が明確となった外資を，都市部ニ 3

大重点経済地域に加えて， 1996～2000年経済開

発戦略の目玉である，これ以外の各地域，また

後進農山村・地域の経済社会開発；こも積撒的に

導きうるのか百か。 i日j地域への優遇税制策・経

済インフラ整備が従来以｝二にインテンシブに実

施主れてゆくであろうが，都市部がそうである

以上に伝統社会ニ慣湾経済的色彩の強いこれら

地域では，労働規律の強化，経常マインドの醸

成，管理・技術・通訳スタップの募集等解決さ

れなければならない課題も都市部以上に多い。

ベトナムは， 1996年末に外資導入法を再改正

したυ 投資手続き窓口の多元化，間接投資の適

用拡大等の点で投資環境をさらに整備する姿勢

を示した新外資法ではあるが（ft2 J，上述のJj向

が外資の今後のベトナム進出を抑制する大きな

婆凶となる可能性を勘案すれば，今党大会前に

流布していた外資に依存ずる開発資金部分の獲

19 



1997080022.TIF

得に関する楽観的な予測は割引かれなければな

らない，と託えよう（／主 3）。

であるならば，閣内に退載されている大衆の

遊休資金を金融機関・資金市場を通じて成功裏

に調達していくことは，きわめて重要であるc

ここでは，民間投資家の育成に加えて，国営企

業の改革ニ株式化の適用拡大，証券・株式市場

の形成が同時並行的に進められる必要がある。

早期実施が予定されている新税制改革は，国営

企業の旧態依然としたビヘイビアーを真に転換

しうるか否かのカギを掘っている。

新税制改箪の骨子は，付加価続税を導入する

ことのほか，対重工業25%，対軽工業・食器食

品35%，対商業・サービス45%等，襟準｛とされ

ていない現行利潤税の税率を一律33%へと課家

化することにある ¥it:4 ）。例外規定さえ存庄する

現行利潤税制は，上級機関と国営企業との間の

支配従属関係（保護非保護関係）を現在の市場

経済化の下でもなおかつ存続させてきた要閣の

4 つである（佳ら｝。したがって，その改正は，国

営企業の改築に大きく寄与するであろうことが

期待される。

ただし，これら新税制諸法は，北部のハノイ

等，悶営企業の比重が特に大きい地域の企業家

等の反対に温い， 1996年末の出会を通過するこ

とができず（佐川その施行が97年4) J以降へと

先送りされることになった。

ともあれ，今党大会は，「工業化・近代化 i

20 

蕗織を本格的Lこ始動させるに際し，さらなる荷

重成長を志向する一方で，雇用を促進し各地域

の均等開発を推進すること，また特に後進農山

村・地域に対しては経済政策だけでなく社会政

策をも強化することを特徴とする経済開発戦略

を設定した。経済が今後も高度成長を持続し

1996～2000年経済開発戦略を実現するためには，

経済活動の効率化も一層要請されなければなら

ないということ，このことは誰にも否定はでき

ま＇'o 

（注 1) Nhan dan, Apr. 10, 1996. 

｛注2) 新外資導入法の内容については，例えば仇IU

tu, 河ov.19 25, 1996.を参照c

(i主3) ここにいう今党大会前の予測については，例

えlふれ見 rベト十ム経済人門』 52～日ページ，またff

矯「ドイ・モイの‘…ゐ白J 61ページなどを見られたL当。

（注4）ア'hoibao kinh te Viet Nam, June 21, 1996. 

u主5) 竹内部雄 f社会主義ベト十ムのシステム転換

プ上級機関と企業との潤の支配従属関係」問題を中

Jし斗こ一一（竹内・村釘漏「ベトナムの1li場経済化 "J) 

26ベーンを琴鮒c

(/ l' 6 ) Dau tu, Oct. 15 21、1996.

（アシア経済研究所地域研究部副主任調査研究員）

〔付記〕 本稿lま，白石呂也・竹内部雄編 Tベト

ナム共産党第8[uj大会とドイモイの現段階』（調

査研究報告古アジア経済研究所 1997'1:f'.3 Jj) 

iこ収録したj11j名の拙稿（第3主主）を部分的に補筆♂

し．資料を加えてまとめたもωである。
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